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１　施策の目的と指標

成果指標
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２　指標等の推移

※【評価】　○；目標達成　△；目標をほぼ達成（－5％）　×；目標を未達成

学校教育課、生涯学習課、健康づくり推進課、女性・子ども
支援課,人権啓発教育課
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背景として考えられること評価

〇

〇

すべての赤ちゃんを対象とした居宅訪問や、健診を
通した育児相談など細やかなフォローによる成果で
あると考えられる。また、育児相談サイトなどＳＮＳを
活用した保護者間の交流により不安感の解消が図ら
れているケースも考えられる。

子ども医療費助成対象年齢の拡大や多子世帯への
保育料助成などの支援が、目標達成の要因として考
えられる。

施策マネジメントシート（30年度目標達成度評価）
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4,610,107 4,951,416 5,076,471
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政策名（基本方針） 福祉の健康 施策名
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事務事業数

国庫支出金

子育て支援課

名称

子育てに関する悩みを抱える世帯の割合［市民アンケート］

子育てのための経済的支援が充実していると感じる世帯の割合［市民アンケート］

子どもの安全（犯罪、事件、事故など）に不安を感じる世帯の割合［市民アンケート］

〇
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28年度 29年度事務事業数・コスト 30年度 31年度
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％

地域住民による登下校時の見守り活動やインター
ネット利用に係る犯罪被害防止の取り組み（リーフ
レット配付、専門家による講演会、家庭における
利用時の約束）が要因として考えられる。

％

％

作成日 令和
更新日 令和

シート１

人件費計  (B)

トータルコスト(A)＋(B)

本数
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千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円
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千円

千円

都道府県支出金

地方債

その他

繰入金

子育て支援の充実

子育てに思い悩むことが少ない



３　施策の特性・状況変化・住民意見等
【１】施策の方針

C

D

施策マネジメントシート（30年度目標達成度評価）

・多様な子育て支援サービスの充実を図ります。
・子育ての負担感・不安感を解消するための体制の整備を推進します。
・子どもたちの心身の健やかな成長の支援を行います。
・地域における子育て力の強化を図ります。

子育て支援の充実シート２

A

B

【３】成果指標の目標設定とその根拠(上段)・成果指標の測定企画(下段)

【２】協働によるまちづくりの具体策（市民と行政の役割分担）
ア）住民（事業所、地域、団体）の役割
・地域は、地域の子どもの見守り、子育て相談、交流会等を推進します。
・企業、事業所は、子育て家庭が子育てと仕事の両立ができるよう、育児休業制度などの支援体制の充実を図りま
す。
・市民は、地域とともに子どもを見守り、育てます。

イ）行政の役割（市がやるべきこと）
・市は、子育て家庭が、子育てと仕事を両立できるよう、施設の充実を図ります。
・市は、子育てに関する各種支援を行います。
・市は、子育てに関する相談支援体制の充実を図ります。
・市は、子育て支援サービス事業の充実を図ります。
・国と県は、企業や事業所等に対して、子育て家庭の親が子育てと仕事の両立ができるような労働条件の整備を
図ります。

子育てに関する悩みを抱える世帯の割合の成り行き値は、現状のまま推移すると考え、平成31 年度まで
62.0％と設定しました。目標値については、トータル的な子育てに関する悩みを抱える世帯の割合はあまり変
化がないと考えられることと、B,C の目標値を達成することを前提に、少しずつ減少するとして平成31年度に
は60.0％となると設定しました。

子育てのための経済的支援が充実していると感じる世帯の割合の成り行き値は、短期的には変わらないと判
断して平成31 年度まで同水準で推移すると設定しました。目標値は、家庭の経済状況は国の経済状況の影
響が大きいことから大幅な好転は見込めないと考えますが、こども医療費の対象範囲を小学6 年生から中学3
年生まで拡大することを検討しており、拡大を実施することなどで、少しずつ向上するとして平成31 年度には
66.50％となると設定しました。

子どもの安全（犯罪、事件、事故など）に不安を感じる世帯の割合の成り行き値は、社会情勢を勘案するとあま
り変化しないと予想され、平成31 年度まで35.7％で推移すると設定しました。目標値は、地域ぐるみの取組を
支援することで不安を解消できると考え、平成31 年度には33.5％となると設定しました。



【４】施策の現状と今後の状況変化

【５】この施策に対して住民（対象者、納税者、関係者）、議会からどんな意見や要望が寄せられているか？

４　施策の評価
【１】　施策の振り返り（施策の方針、経営方針の達成度等）

・子どもの人口は増加傾向にあり、今後も継続することが見込まれます。
・若い世代の離婚の増加により、ひとり親家庭が増加傾向にあります。
・家庭児童相談、児童虐待相談等の児童に関する相談等が増加傾向にあります。
・子どもを産み育てる若い世代の未婚率が、女性、男性ともに、おおむね上昇傾向にあります。
・市の女性の就業率は、全国と比較すると高いレベルにあります。
・市が実施している子育て支援事業の周知度と利用状況は、事業によって差はありますが、周知度は高いものの、利用した割合はそれ
に比べ低くなっています。その一方、今後の利用意向は利用状況と比べると高くなっています。
・平成27 年度から、全国で「子ども・子育て支援新制度」が導入されました。また、市は平成27 年3 月に、「合志市子ども・子育て支援事
業計画」を策定しました。

（平成30年度（平成29年度振り返り）の施策評価における議会意見）
①人口増加に備え、更なる待機児童及び学童保育対策に取り組むこと
②子どもの虐待及び貧困問題解決のための取り組みを、地域、行政が協働して進めること

（平成30年度（平成29年度振り返り）の施策評価における総合政策審議会意見）
・引き続き、行政・学校・保育機関・家庭及び地域が連携を図り、子どもを見守り育てるまちづくりを進めること
・待機児童対策や学童保育の充実を図ること

※　経営方針からの振り返り、貢献度評価の上位の事務事業を記載
（１）平成30年度の経営方針からの振り返りは、以下のとおり。

①「引き続き、相談機関としての「女性・子ども支援課」の周知を図るとともに、地域のサポーター育成など市民の利活用促進に向けた取
り組みを進める。」については、女性・子どもに関する相談窓口の周知を図るためのクライシスカードの配布等を行い、更なる周知を図っ
た。また、地域の子ども見守り体制を構築するために、地域のサポーター養成講座を午前・夜間の二部構成にして、受講しやすい体制
づくりに努めた。
②「行政・学校・保育機関・家庭及び地域が連携を図り、子どもを見守る体制づくりを支援していく。」については、地域と連携して子ども
を見守る体制として、「地域学校協働本部」を整備した。また、不審者に声をかけられるなど危険を感じて助けを求めてきた子どもを一時
的に保護し、警察等に通報する「こども１１０番」協力者の再調査及び情報収集を行った。
③「「子ども・子育て支援事業計画」に基づく着実な事業実施を行い、待機児童解消、安心・安全な保育の充実のため、施設整備とあわ
せ、利用者支援事業の充実を図る。」については、保育園の建替えによる定員増などの施設整備を実施し、待機児童の減少に努めた。
また、認可外保育園に通う児童の保護者の経済的負担を軽減するため、引き続き保育料の助成を行った。
④「「合志市放課後児童クラブ運営協議会」をさらに活性化し、児童クラブのさらなる質の向上、サービスの均一化に取り組む。」につい
ては、協議会において「合志市放課後児童クラブガイドライン」を策定し、サービスの均一化を図るとともに、管理運営部会や育成支援
部会を８回開催し、各クラブ間の情報交換を行うことで学童保育の質の向上を図った。
⑤「子どもの安全（犯罪・非行）、教育環境（いじめ等）対策に引き続き取り組む。」については、インターネット利用に係る犯罪被害の防
止などへの対応として、リーフレットの配布並びに臨床心理士による保護者対象の講演会を実施した。また、子どもの性被害の防止とし
て、「大切なあなたへ」のリーフレットを市内の児童生徒へ配付した。地域における活動としては、地域住民とともに祭りや夏休み期間中
のパトロール、中学校の校門前でのあいさつ運動を行った。また、熊本ヴォルターズの公開練習やクリニックなど、スポーツを通じた健全
育成の啓発を実施した。

（２）事務事業貢献度評価の結果では、平成30年度施策の成果を向上させるために最も貢献した事務事業として、児童入所施設（助
産・母子生活支援施設）措置事業、保育所入所等措置事業、長期休暇児童預かり事業、延長・休日保育助成事業、学童クラブ等障害
児受入事業、、女性・子ども支援事業、一時保育委託事業、放課後学童保育事業があげられた。

施策マネジメントシート（30年度目標達成度評価） 子育て支援の充実シート３



【２】施策の課題

５　施策の30年度結果に対する審査結果
①　政策推進本部での指摘事項（施策目標達成度評価結果報告を受けて　7月22日・23日）

②　総合政策審議会での指摘事項（令和元年8月8日、20日、29日まとめ）

③　議会の行政評価における指摘事項（令和元年9月27日）

６　次年度に向けた取り組み方針
●　政策推進本部　令和２年度合志市経営方針（令和元年9月27日）

①待機児童解消のための認可保育園建設支援と学童保育施設整備に取り組むこと。
②総合的な相談窓口と組織の強化を図ること。
③子どもの安全（虐待、貧困、犯罪、非行）、教育環境（いじめ等）対策に地域と一体となって取り組むこと。

①子育てと仕事が両立できる環境づくりを推進すること
②子育てに係る経済的負担の軽減を図ること
③地域で子どもを見守る体制づくりの強化を図ること
④待機児童対策などの子育て関係施設の充実を図ること
⑤引き続き相談体制の充実を図ること

①子どもの虐待防止のため、児童相談所との連携を図ること（児童相談所全国共通ダイヤル１８９の周知啓発等）
②フードバンク活動の推進など子どもの貧困問題解決の取り組みを図ること
③人口増や幼児教育・保育の無償化による新たな教育・保育ニーズの高まりに対応するため、保育・学童施設の
整備に努めること

①第２期子ども・子育て支援事業計画に基づいた各種施策を推進するとともに、保育施設や学童クラブ施設の整
備を進める。
②児童虐待等の予防や早期発見のために、地域の家族見守りサポーターの育成や児童相談所等関係機関との
連携の強化に努め、引き続き、相談窓口としての「女性・子ども支援課」の周知・充実を図る。
③地域学校協働活動をさらに推進し、地域と学校が一体となって子どもたちを見守り、育む体制を充実する。
④熊本県ひとり親家庭等自立促進計画に基づいた子どもの貧困対策を支援する。

子育て支援の充実施策マネジメントシート（30年度目標達成度評価） シート４

・地域における子育て支援の充実が必要です。
・子どもと母親の健康の確保と増進が必要です。
・子どもの健やかな成長のための教育環境の整備が必要です。
・子どもの安全確保と生活環境の整備が必要です。
・男女共同参画とワークライフバランスの推進が必要です。
・要保護児童等へのきめ細かい対応の推進が必要です。


